
 
 
 
 

令和６年生駒市議会（第５回）定例会議案  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和６年１２月３日 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生 駒 市 
 
 
 
 
 
 
 

 



議案番号 議 案 名 頁

報告第 15 号
市長専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び和解について）

１～２

報告第 16 号
市長専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び和解について）

３～４

議案第 81 号
専決処分につき承認を求めることについて
（令和６年度生駒市一般会計補正予算（第５回））

５～13

議案第 82 号 令和６年度生駒市一般会計補正予算（第６回） 14～23

議案第 83 号 令和６年度生駒市国民健康保険特別会計補正予算（第２回） 24～26

議案第 84 号 生駒市行政組織条例の一部を改正する条例の制定について 27～28

議案第 85 号 生駒市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定について 29～30

議案第 86 号
生駒市テレワーク＆インキュベーションセンター条例及び生駒市生涯学習
施設条例の一部を改正する条例の制定について

31～33

議案第 87 号 生駒市下水道事業経営審議会条例の制定について 34～35

議案第 88 号
奈良県広域水道企業団への水道事業の統合に伴う関係条例の整理に関する
条例の制定について

36～40

議案第 89 号 生駒市体育施設の指定管理者の指定について 41

議案第 90 号 生駒市体育施設の指定管理者の指定について 42

議案第 91 号 奈良県広域水道企業団設立準備協議会の廃止に関する協議について 43

議案第 92 号
奈良県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び同組合
の規約の変更について

44

議案第 93 号 生駒市固定資産評価審査委員会委員の選任について 45

令 和 ６ 年 生 駒 市 議 会 （ 第 ５ 回 ） 定 例 会 議 案 目 録



報告第 15 号  

 

市長専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会

において指定されている下記事項について、別紙のとおり専決処分したから、同

条第２項の規定により報告する。 

記 

 損害賠償の額の決定及び和解について 

 

  令和６年１２月３日提出                                       

                    生駒市長 小 紫 雅 史 
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専第 15 号 

 

専  決  処  分  書 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づいて議

会の議決により指定された市長の専決処分事項である損害賠償の額の決定及び和

解について、同項の規定により、下記のとおり専決処分する。 

記 

１ 事故区分及び事故発生年月日  

  物損事故  

  令和６年８月２１日（水）午前１１時頃  

２ 事故発生場所  

  生駒市元町２丁目地内  

３ 損害賠償額  

  ０円  

４ 事故の概要  

  県道生駒停車場宝山寺線の路上で公用自動車と相手方自動車双方のドアミラ

ーが接触したもの。（市及び相手方：自損自弁）  

 

令和６年１０月２８日  

生駒市長 小 紫 雅 史   
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報告第 16 号  

 

市長専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会

において指定されている下記事項について、別紙のとおり専決処分したから、同

条第２項の規定により報告する。 

記 

 損害賠償の額の決定及び和解について 

 

  令和６年１２月３日提出                                       

                    生駒市長 小 紫 雅 史 
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専第 16 号 

 

専  決  処  分  書 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づいて議

会の議決により指定された市長の専決処分事項である損害賠償の額の決定及び和

解について、同項の規定により、下記のとおり専決処分する。 

記 

１ 事故区分及び事故発生年月日  

  物損事故  

令和６年８月２８日（水）午後８時頃  

２ 事故発生場所  

生駒市緑ケ丘地内  

３ 損害賠償額  

１，６８０円  

４ 事故の概要  

  上記場所において、自転車で走行中、市道内のグレーチング同士の隙間にタ

イヤが落ち、乗車していた自転車のタイヤに損傷を与えたもの。（市の過失割

合２０％）  

    

  令和６年１１月１日  

生駒市長 小 紫 雅 史   
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議案第 81 号 

   専決処分につき承認を求めることについて 

 令和６年度生駒市の一般会計の補正予算（第５回）を定めることについて

は、市議会を招集する時間的余裕がなかったため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６年１０月２日別紙のとおり処

分したから、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

  令和６年１２月３日提出 

                     生駒市長 小 紫 雅 史    
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専第 14 号 

           専  決  処  分  書 

 令和６年度生駒市の一般会計の補正予算（第５回）を地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、専決処分する。 

  令和６年１０月２日 

                     生駒市長 小 紫 雅 史   

   令和６年度生駒市一般会計補正予算（第５回） 

 令和６年度生駒市の一般会計の補正予算（第５回）は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５２，８９８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４９，６６３，０９９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 
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議案第 82 号 

令和６年度生駒市一般会計補正予算（第６回） 

 令和６年度生駒市の一般会計の補正予算（第６回）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，２８０，７４２千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５０，９４３，８４１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表地方債補正」による。 

令和６年１２月３日提出 

                      生駒市長 小 紫 雅 史   
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追加 [単位　千円]

企 画 事 務 費 ４，４００

橋 梁 予 防 保 全 事 業 １５０，０９４

清 掃 リ レ ー セ ン タ ー 管 理 費 ７，０９５

第　２　表　繰　越　明　許　費　補　正

款 金　　額項 事　業　名

生 涯 学 習 施 設 整 備 事 業 ７，５５６

道 路 橋 梁 維 持 補 修 費 ４４，６１８

道 路 新 設 改 良 事 業 ６４，７６０

幼 稚 園 管 理 運 営 費 ８，６３７

北 部 地 域 整 備 促 進 事 業 ３５，０００

中 学 校 施 設 整 備 事 業 ９０６，６０３

生 駒 山 麓 公 園 管 理 費 ２４，０１３

総 務 費 総 務 管 理 費

道路橋梁及び河川費

教 育 費

社 会 教 育 費

幼 稚 園 費

中 学 校 費

衛 生 費 清 掃 費

土 木 費

都 市 計 画 費
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追加 ［単位　千円］

第　３　表　債　務　負　担　行　為　補　正

期　　　　　　　間事　　　　　　　　　　項 限　　度　　額

校 務 支 援 シ ス テ ム 構 築 業 務
　令和６年度から
　　　　　令和７年度まで

交 通 費 等 助 成 業 務
　令和６年度から
　　　　　令和７年度まで

３１４，６６８

テレワーク＆インキュベーション
セ ン タ ー 指 定 管 理 業 務

　令和６年度から
　　　　　令和１１年度まで

２９，４２７

観 光 案 内 業 務
　令和６年度から
　　　　　令和１１年度まで

１４，７７０

施 設 予 約 シ ス テ ム 構 築 業 務
　令和６年度から
　　　　　令和７年度まで

３，６８５

　令和６年度から
　　　　　令和７年度まで

居 場 所 づ く り 事 業
運 営 等 業 務

　令和６年度から
　　　　　令和８年度まで

１４，９３０

５０，９８０

壱 分 幼 稚 園 園 舎 解 体 業 務
　令和６年度から
　　　　　令和７年度まで

１６８，１０２

保育園・幼稚園検尿検便委託業務 １，７４４
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議案第 83 号 

令和６年度生駒市国民健康保険特別会計補正予算（第２回） 

 令和６年度生駒市の国民健康保険特別会計の補正予算（第２回）は、次に定め

るところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，９５１千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，５２７，９８１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

令和６年１２月３日提出 

                      生駒市長 小 紫 雅 史   
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議案第 84 号 

 

生駒市行政組織条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和６年１２月３日 

生駒市長 小 紫 雅 史   

 

生駒市行政組織条例の一部を改正する条例 

生駒市行政組織条例（平成２年３月生駒市条例第１号）の一部を次のように改

正する。 

第１条第１項の表中       を「都市整備部」に改める。 

第２条第１項の表経営企画部の項に次の１号を加える。 

(6) 総合防災に関すること。 

第２条第１項の表総務部の項第８号から第１１号までを次のように改める。 

(8) 市民相談に関すること。 

(9) 交通安全に関すること。 

(10) 公共交通に関すること。 

(11) 消費生活その他の市民生活に関すること。 

第２条第１項の表建設部の項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を

第３号とし、同項に次の１号を加える。 

(4) 下水道に関すること。 

第２条第１項の表上下水道部の項を削る。 

「都市整備部 

 上下水道部」 
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附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 85 号 

 

生駒市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和６年１２月３日 

生駒市長 小 紫 雅 史   

 

生駒市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の

７第１項の規定に基づき、市長若しくは委員会の委員若しくは委員又は職員（

同法第２４３条の２の８第３項の規定による賠償の命令の対象となる者を除

く。以下「市長等」という｡)の市に対する損害を賠償する責任の一部を免れさ

せることに関し必要な事項を定めるものとする。 

（損害賠償責任の一部免責） 

第２条 市は、市長等の市に対する損害を賠償する責任を、市長等が職務を行う

につき善意でかつ重大な過失がないときは、市長等が賠償の責任を負う額か

ら、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７３条の４第１項第１

号に規定する普通地方公共団体の長等の基準給与年額に、次の各号に掲げる市

長等の区分に応じ、当該各号に定める数を乗じて得た額を控除して得た額につ

いて免れさせるものとする。 

(1) 市長 ６ 

(2) 副市長、教育委員会の教育長若しくは委員、選挙管理委員会の委員又は
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監査委員 ４ 

(3) 公平委員会の委員、農業委員会の委員、固定資産評価審査委員会の委員

又は消防長 ２ 

(4) 職員（前２号に掲げる職員を除く｡) １ 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、市長等の同日以後の行為に基づく損害賠償

責任について適用する。 
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議案第 86 号 

 

生駒市テレワーク＆インキュベーションセンター条例及び生駒市生

涯学習施設条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和６年１２月３日 

生駒市長 小 紫 雅 史   

 

生駒市テレワーク＆インキュベーションセンター条例及び生駒市生涯学習

施設条例の一部を改正する条例 

（生駒市テレワーク＆インキュベーションセンター条例の一部改正） 

第１条 生駒市テレワーク＆インキュベーションセンター条例（平成２８年１０

月生駒市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

別表の１の表中「コワーキングスペース」を「パーソナルブース」に改め、

同表に次のように加える。 

チャレンジスペース 

１㎡につき 

100 円 620 円 9,170 円

第２条 生駒市テレワーク＆インキュベーションセンター条例の一部を次のよう

に改正する。 

第２条の表中「生駒市テレワーク＆インキュベーションセンター」を「生駒

市テレワーク＆インキュベーションセンター谷田町」に改め、同表に次のよう

に加える。 
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生駒市テレワーク＆インキュベーショ

ンセンター元町 

生駒市元町１丁目６番１２号 

別表の１の表中「施設利用料金」を「生駒市テレワーク＆インキュベーショ

ンセンター谷田町」に改め、同表備考中「相当する額」の次に「（以下「消費

税等相当額」という｡)」を加え、別表の２の表中「附属設備利用料金」を「附

属設備」に改め、同表を別表の３の表とし、別表の１の表の次に次の１表を加

える。 

２ 生駒市テレワーク＆インキュベーションセンター元町 

区分 １時間使用 １日使用 １月使用 

オープンスペース 

１人につき 

610 円 3,670 円 55,000 円

パーソナルブース 

１人につき 

710 円 4,280 円 64,170 円

セミナールーム 

１㎡につき 

30 円 180 円  

チャレンジスペース 

１㎡につき 

100 円 620 円 9,170 円

備考 この表の利用料金の上限額には、消費税等相当額を含む。 

（生駒市生涯学習施設条例の一部改正） 

第３条 生駒市生涯学習施設条例（平成２３年９月生駒市条例第２２号）の一部

を次のように改正する。 

別表第１の２の表会議室２０６の項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において規則で定

める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 
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(1) 次項の規定 公布の日 

(2) 第１条の規定 令和７年４月１日 

(3) 第３条の規定及び附則第３項の規定 令和７年９月１日 

（準備行為） 

２ 生駒市テレワーク＆インキュベーションセンター条例第３条に規定する指定

管理者の指定の手続並びに同条例第７条の規定に基づく使用の許可及び当該許

可に係る手続に関する行為は、前項第２号に掲げる規定の施行の日及びこの条

例の施行の日前においても行うことができる。 

（経過措置） 

３ 第３条の規定による改正後の生駒市生涯学習施設条例別表第１の規定は、附

則第１項第３号に掲げる規定の施行の日以後の使用に係る使用料について適用

し、同日前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 
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議案第 87 号 

 

生駒市下水道事業経営審議会条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和６年１２月３日 

生駒市長 小 紫 雅 史   

 

   生駒市下水道事業経営審議会条例 

 （設置） 

第１条 本市の下水道事業の適正かつ効率的な経営を図るため、生駒市下水道事

業経営審議会（以下「審議会」という｡)を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

 (1) 下水道事業の経営に関すること。 

 (2) 下水道使用料に関すること。 

  (3) その他市長が必要と認める事項 

 （組織） 

第３条 審議会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験のある者その他市長が必要と認める者のうちから市長が委

嘱する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、当該諮問に係る調査審議が終了したときまでとする。 

 （会長及び副会長） 
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第５条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

４ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 審議会の会議（以下「会議」という｡)は、会長が招集し、会長が議長と

なる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 88 号 

 

奈良県広域水道企業団への水道事業の統合に伴う関係条例の整理に

関する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和６年１２月３日 

生駒市長 小 紫 雅 史   

 

奈良県広域水道企業団への水道事業の統合に伴う関係条例の整理に関する

条例 

（生駒市水道事業の設置等に関する条例等の廃止） 

第１条 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 生駒市水道事業の設置等に関する条例（昭和４３年２月生駒市条例第１

号） 

(2) 生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年２月生

駒市条例第２号） 

(3) 生駒市水道事業給水条例（昭和３５年１２月生駒市条例第３２号） 

(4) 生駒市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技

術管理者の資格基準に関する条例（平成２４年１２月生駒市条例第６０号） 

(5) 生駒市水道料金審議会条例（昭和５８年３月生駒市条例第１１号） 

（生駒市自治基本条例の一部改正） 

第２条 生駒市自治基本条例（平成２１年６月生駒市条例第２０号）の一部を次

のように改正する。 
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第２条第３号中「、固定資産評価審査委員会及び水道事業管理者」を「及び

固定資産評価審査委員会」に改める。 

（生駒市政治倫理条例の一部改正） 

第３条 生駒市政治倫理条例（平成２０年６月生駒市条例第２５号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「、教育長及び水道事業管理者」を「及び教育長」に改める。 

（生駒市行政手続条例の一部改正） 

第４条 生駒市行政手続条例（平成９年３月生駒市条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第１号中「及び地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１０

条に規定する管理規程」を削る。 

（生駒市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例の一部改正） 

第５条 生駒市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例（令和６年３月

生駒市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「、同法第１３８条の４第２項に規定する規則その他の規程

及び地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１０条に規定する管理規

程」を「及び同法第１３８条の４第２項に規定する規則その他の規程」に改め

る。 

（生駒市情報公開条例等の一部改正） 

第６条 次に掲げる条例の規定中「、水道事業管理者」を削る。 

(1) 生駒市情報公開条例（平成２０年９月生駒市条例第３１号）第２条第１

号 

(2) 生駒市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年１２月生駒市条

例第２６号）第２条第２項 

(3) 生駒市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年３月生駒市条例第
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７号）第１２条第２項第３号 

(4) 生駒市パブリックコメント手続条例（平成１９年１２月生駒市条例第２

５号）第２条第２号 

（生駒市職員定数条例の一部改正） 

第７条 生駒市職員定数条例（昭和４２年４月生駒市条例第４号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「、監査委員及び水道」を「及び監査委員」に改める。 

第２条第１項の表中「５６０人」を「５９７人」に改め、同表水道の事務部

局の職員の項を削る。 

（生駒市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正） 

第８条 生駒市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成１

９年１２月生駒市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第５項並

びに地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３８条第４項」を「並び

に地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第５項」に改める。 

第８条の見出し中「給与条例等」を「給与条例」に改め、同条第１項を次の

ように改める。 

生駒市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年７月生駒市条例第

２３号。以下「給与条例」という｡)第３条から第４条まで、第７条、第７条

の２、第８条、第１０条から第１２条まで、第１４条の２及び第１６条の規

定は、特定任期付職員には適用しない。 

第８条第３項を削る。 

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される生駒市職員の処遇等に関する条例

の一部改正） 

第９条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される生駒市職員の処遇等に関する
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条例（平成１１年３月生駒市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「企業職員である派遣職員及び」を削る。 

第８条（見出しを含む｡)中「企業職員又は」を削る。 

（公益的法人等への生駒市職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第１０条 公益的法人等への生駒市職員の派遣等に関する条例（平成１４年３月

生駒市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「企業職員である派遣職員及び」を削る。 

第５条中「企業職員である職員及び」を削る。 

第８条（見出しを含む｡)中「企業職員又は」を削る。 

第１５条中「企業職員である職員及び」を削る。 

（職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第１１条 職員の定年等に関する条例（昭和５９年４月生駒市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

第６条中「及び生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４

３年２月生駒市条例第２号）第１３条第１項」を削る。 

（生駒市の一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１２条 生駒市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年７月生駒市条

例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「及び地方公営企業に勤務する者」を削る。 

（生駒市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１３条 生駒市職員の退職手当に関する条例（昭和４７年１０月生駒市条例第

３０号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「企業職員及び」を削る。 

（生駒市プロポーザル審査委員会条例の一部改正） 

第１４条 生駒市プロポーザル審査委員会条例（平成２４年１０月生駒市条例第
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３５号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「、教育委員会又は水道事業管理者」を「又は教育委員会」に改め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（生駒市水道事業の設置等に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

２ 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定に

より作成する令和６年１０月１日から令和７年３月３１日までの水道事業の業

務の状況を説明する書類については、第１条第１号の規定による廃止前の生駒

市水道事業の設置等に関する条例第７条（予算の概要及び事業の経営方針に係

る部分を除く｡)の規定は、なおその効力を有する。この場合において、同条中

「管理者」とあるのは、「市長」とする。 

（生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

３ 第１条第２号の規定による廃止前の生駒市企業職員の給与の種類及び基準に

関する条例の規定により支給すべき給与については、なお従前の例による。 
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議案第 89 号  

 

生駒市体育施設の指定管理者の指定について  

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市生駒北スポーツセンター体育館、生駒市生駒北スポーツセンター野球

場、生駒市生駒北スポーツセンターグラウンド、生駒市生駒北スポーツセンタ

ーグラウンドランニングトラック、生駒市生駒北スポーツセンターテニスコー

ト、イモ山公園グラウンド、イモ山公園テニスコート、イモ山公園プール、生

駒市北大和体育館、生駒市北大和野球場、生駒市北大和グラウンド、生駒市総

合公園体育館、生駒市総合公園グラウンド、生駒市総合公園テニスコート、生

駒市総合公園相撲場、生駒市市民体育館、生駒市武道館、滝寺公園テニスコー

ト、生駒市健民グラウンド、生駒市健民テニスコート、むかいやま公園体育

館、むかいやま公園グラウンド、むかいやま公園テニスコート、生駒市小平尾

南体育館及び生駒市小平尾南少年グラウンド   

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

  一般財団法人生駒市スポーツ協会 

  生駒市門前町９番２０号 

３ 指定の期間 

  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

 

  令和６年１２月３日提出 

                     生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 90 号  

 

生駒市体育施設の指定管理者の指定について  

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市井出山体育館、生駒市井出山グラウンド、生駒市浄化センターテニス

コート及び生駒市井出山屋内温水プール   

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

  株式会社東京アスレティッククラブ 

  東京都中野区中野二丁目１４番１６号 

３ 指定の期間 

  令和７年４月１日から令和１７年３月３１日まで 

 

  令和６年１２月３日提出 

                     生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 91 号 

 

奈良県広域水道企業団設立準備協議会の廃止に関する協議について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定により、令和７

年３月３１日をもって奈良県広域水道企業団設立準備協議会を廃止することにつ

いて、関係地方公共団体と協議したいので、議会の議決を求める。 

 

  令和６年１２月３日提出 

 

生駒市長 小 紫 雅 史   

 

関係地方公共団体  奈良県、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、桜

井市、五條市、御所市、香芝市、宇陀市、平群町、三郷

町、斑鳩町、安堵町、高取町、明日香村、上牧町、王寺

町、広陵町、河合町、吉野町、大淀町、下市町、磯城郡

水道企業団及び奈良広域水質検査センター組合 
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議案第 92 号 

 

   奈良県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び 

同組合の規約の変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、令和

７年３月３１日をもって奈良広域水質検査センター組合が解散することに伴い、

同年４月１日から、同組合を奈良県市町村総合事務組合から脱退させ、及び同組

合の規約を変更することについて、同法第２９０条の規定により、議会の議決を

求める。 

 

  令和６年１２月３日提出 

                      生駒市長 小 紫 雅 史   

 

   奈良県市町村総合事務組合規約の一部を改正する規約 

 奈良県市町村総合事務組合規約（平成２０年奈良県指令市町村第１１４３号）

の一部を次のように改正する。 

 別表第１及び別表第２中「、奈良広域水質検査センター組合」を削る。 

   附 則 

 この規約は、令和７年４月１日から施行する。  
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議案第 93 号  

 

生駒市固定資産評価審査委員会委員の選任について  

 

生駒市固定資産評価審査委員会の委員に下記の者を選任したいから、地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意を求

める。 

記 

住  所  奈良市●●●●●●●● 

氏  名  藤 村 光 世 

生年月日  昭和●●年●●月●●日 

 

住  所  大阪府東大阪市●●●●●●●● 

氏  名  池 尻 隆 史 

生年月日  昭和●●年●●月●●日 

 

住  所  生駒市●●●●●●●● 

氏  名  山 本 純 弥 

生年月日  昭和●●年●●月●●日 

 

  令和６年１２月３日提出 

                     生駒市長 小 紫 雅 史 
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